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1．はじめに
　本稿の課題はコスト削減、質の向上とリスク配分を意図して行政サービ
スを民営化手法で供給する「PFI（Private Finance Initiative）方式1」に基
づき、省エネルギー事業を実施している「埼玉県立嵐山郷ESCO（Energy 
Service Company）事業2（以下、嵐山郷事業とする。）」を対象とする。
嵐山郷事業で期待されている貨幣的価値に換算した「VFM（Value For 
Money）3」を構成する １ つであるであるコスト削減を意図する「財政効果」
と、省エネルギー事業を介してエネルギー消費量の削減を図り、その結果
生じる温室効果ガスの排出削減を意図する「環境効果」を検証するもので
ある。嵐山郷事業は単に財政効果だけではなく、環境効果も期待されてい
1　PFIとは、内閣府民間資金等活用事業推進室（2017、p. 1）によれば「公共施
設等の建設、維持管理、運営等に民間の資金、経営能力及び技術的能力を活用
することにより、同一水準のサービスをより安く、又は、同一価格でより上質
のサービスを提供する手法」と定義されている。
2　ESCO事業とは、ESCO推進協議会（2014、p. 1）に従うと「ESCO事業者は
工場やビルの省エネルギーに関する省エネ診断、方策導入のための設計・施行、
導入設備の保守・運転管理、事業資金の調達など包括的なサービスを顧客に提
供し、それまでの環境を損なうことなく省エネルギーを実現し、その結果得ら
れる省エネルギー効果を保証する。ESCO事業者の利益は、顧客の省エネルギー
メリットの一部から報酬として享受する。」と定義される。
3　VFMとは、内閣府民間資金等活用事業推進室（2001、p. 2）に従うと「「支
払に対して最も価値の高いサービスを供給する」という考え方である。」と定義
されている。
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る。しかしながら、事業方式を判断するVFMには環境効果が含まれてい
ない。それゆえ、既存のVFMに環境効果を加味した「環境配慮型VFM4」
を用いて、財政効果のみではなく環境効果も検討しなければ、事業の目的
を実現することは難しい。また、埼玉県は事業者に財政・環境効果の実現
を促すような事業スキームの考案も必要であると考えられる。
　我が国では１999年にPFI方式に関する「民間資金等の活用による公共施
設等の整備等の促進に関する法律」が施行され、この20年間の間に数次に
わたる法改正が行われた。同時に多数のガイドラインや報告書も刊行さ
れてきた。一連の動向の中でも特に内閣府民間資金等活用事業推進室から
2008年に公表された『PFIにおける地球温暖化防止への対応』の中で明示
的に環境対策が求められるようになった。この報告書の中では、公共施設
の管理者である国や地方公共団体等はPFI事業と併せて温暖化防止活動に
向けた措置を組み込みながら、環境対策を実施することが強く要請されて
いる。法制的な側面からも国や地方公共団体等を対象にしている「地球温
暖化対策の推進に関する法律」制定後、「国等における温室効果ガス等の
排出の削減に配慮した契約の推進に関する法律」や「エネルギーの使用の
合理化等に関する法律」等の環境や温暖化対策に向けた条件整備が構築さ
れている。国際的にも「気候変動に関する国際連合枠組み条約第2１回締約
国会議」（COP2１：Conference of Parties）が採択され、地球規模で温暖
化防止対策が取り組まれている。これらの背景の下、一部の地方公共団体
では省エネルギー事業の一環としてESCO事業を導入している。
　ESCO事業ならびにPFI方式でESCO事業を取り上げている既存の文献
は以下の通りである。ESCO推進協議会（20１4）、布施（20１2）や村越（2004）
ではESCO事業の制度的な解説や意義が紹介されている。特定の取り組み
に関しては中川（2009）では横浜市、塚本（2009）では三鷹市、長谷川（20１4）
4　環境配慮型VFMとは、大島（2017c、p. 7）に従うと通常のVFMの要因であ
るコスト削減、質の向上、リスク配分を貨幣的価値に換算した市場型VFMに省
エネルギー事業に伴う温室効果ガス削減という環境効果も考慮した指標である。
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では弘前市、須山（2008）では板橋区におけるそれぞれの事例紹介がされ
ている。また、横浜市（2004）、北海道（2005）、宇都宮市（2009）等で
はそれぞれの地方公共団体が実施しているESCO事業の制度や効果をとり
まとめている。一方、内閣府民間資金等活用事業推進室（2008）ではPFI
方式を実施するときに温暖化防止活動にも影響するESCO事業を含む多様
な実施方法や事例紹介がされている。小池（2004）でもPFI方式に基づき
ESCO事業を実施するときの計画や留意点、石川県競馬事業局競馬総務課
施設係（2003）では我が国で初めてPFI方式でESCO事業を実施した案件
が紹介されている。このように現状ではESCO事業や事例の概説に留まっ
ており、一部の文献ではPFI方式でESCO事業を実施する場合の留意点や
紹介がされているものの、環境効果まで視座に入れた事例研究はほとんど
ない。
　また、大島（20１6）ではESCO事業をPFI方式で実施する場合の制度的
な側面を検討している。大島（20１6）の分析結果を踏まえて、大島（20１7a）
では埼玉県の事例を踏まえて福岡市等の全国の地方公共団体でPFI型
ESCO事業を実施する場合の留意点を議論している。大島（20１7b）では、
複数の施設をまとめて実施するバンドリング効果を検証している。大島
（20１7c）ではPFI方式の導入を判断する基準であるVFMに環境効果を加
味して環境配慮型VFMという新たな判断基準を考案している。既存の研
究や大島（20１7a、20１7b、20１7c、20１6）による一連のPFI型ESCO事業
の研究と比較すると、本稿はPFI方式を基礎にしたESCO事業、いわゆる
「PFI型ESCO事業」で実施している嵐山郷事業を対象に財政・環境効果
の検証に留まることなく、実際に運用する手法である事業スキームを検討
した事例分析として位置付けられる。
　分析手法は実務的な視点から主に事例分析ならびに制度分析の手法をと
る。今回取り上げる嵐山郷事業を対象にするのはPFI型ESCO事業の中で
財政効果だけではなく、環境効果も明示的に対象にしているからである。
嵐山郷事業は発注者である埼玉県が追加的な財政負担を負うことなく、事
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業者が資金調達や技術等のすべてを担うPFI型ESCO事業であり、専門的
な技術や財政的に厳しい地方公共団体にも参考になると思われる。
　第 2 節では分析の枠組みとして埼玉県が嵐山郷事業を導入する背景を明
らかにし、その事業概要を述べる。第 3 節では、財政効果や環境効果の検
証を行った上で、第 4 節で環境配慮型VFMの導入に向けた検討をする。
2．埼玉県の環境政策と嵐山郷事業
2．1．埼玉県の環境政策とPFI型ESCO事業
　埼玉県は、20１0年度に策定した県の事務事業全般に関する温暖化対策の
計画である「ストップ温暖化・埼玉県庁率先実行プラン」を20１4年度で終
了した。その後、地球温暖化対策に関する国内外の動向や埼玉県の「ストッ
プ温暖化・埼玉ナビゲーション2050」の見直しを踏まえ、「第 2 期ストッ
プ温暖化・埼玉県庁率先実行プラン」を策定した。このプランの目標は埼
玉県の事務事業に伴い排出される温室効果ガスを2020年度までに2005年度
比で23％削減することである。新たなプランを実施する重点取組事項が 5
つ掲げられているが、その １ つが「ESCO事業、エコオフィス化改修事業」5
である。
　このESCO事業方式の主な利点として、次の点が指摘されている6。
・ 発注者である地方公共団体に新たな財政、人材および技術的な負担を必
要としない省エネルギー促進策
・ESCO事業者が事前に定めた省エネルギー効果を保証
・ 発注者に資金・人材・技術がなくともESCO事業者が包括的なサービス
を提供
5　他の事業は１つめは大規模事業者の「地球温暖化対策計画」等に基づく削減、
2つめは次世代自動車の率先導入等、3つめは太陽光発電設備の導入等再生可能
エネルギー利用の拡大、4つめは継続したエネルギー削減取組の推進と合計5つ
の事業に取り組んでいる。
6　ESCO推進協議会（2014、p. 3）を引用。
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・省エネルギー効果の計測・検証の徹底
　また、PFI方式を活用すると国や地方公共団体が直接行政サービスを供
給する場合と比較して次の効果が期待されている7。
・同一水準のサービスをより安価に提供
・同一価格で上質のサービスを提供
・事業を効率的に進め、経済活性化および経済成長を実現
　嵐山郷事業のようにESCO事業をPFI方式で運用すると法制面や財政面
および金融面でPFI固有の措置を受けられる。たとえば、利点として次の
ようなものが指摘されている8。
・債務負担行為の設定
・行政財産の使用料の無償化または減免
・ 施設を設計・建築後すぐに所有権を事業者から発注者に移転し、契約期
間終了後まで事業者が維持管理するBTO（Build Transfer Operate）方
式の採用による税制上のリスク回避
・プロジェクト・ファイナンス等の資金調達を考える場合の担保権の設定
・ （BTO方式の場合）固定資産税等の非課税措置があるためにライフサイ
クルコストの削減
　他方、留意点は次のようなものが指摘されている9。
・PFI特有の事務手続きとして議会のタイミングの考慮
・PFI事業実施方針の策定および公表
・VFMの定量評価の試算
・事業規模に応じてPFI契約の締結に係る事前の議会承認を行う必要性
・円滑で機動的な事業実施を図るために人員の確保や検討会の立ち上げ
7　内閣府民間資金等活用事業推進室（2017、p. 1）を参照。
8　 環 境 省 ホ ー ム ペ ー ジ（www.env.go.jp/council/35hairyo-keiyaku/y352-01/
ref06-4.pdf  2018年6月13日閲覧。）『PFI法に基づくESCO事業とする場合の利点
と留意点』および神奈川県（2004）を参照。
9　脚注8と同様。
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　埼玉県はESCO事業の導入に当たりPFI方式の枠組みを用いると多少の
留意点を生じるが、そこから得られる利点の方が大きいと判断し嵐山郷事
業をPFI型ESCO事業で実施する10に至ったのである。
2．2．嵐山郷事業の概要
　嵐山郷とは知的障害児施設、障害者支援施設および重症心身障害施設を
併せもつ社会福祉施設である。それぞれの施設における設備機器は稼働時
間が長時間にわたり、エネルギー消費量も大きい。そのため、省エネルギー
化が求められていた11。そこで埼玉県は嵐山郷事業を省エネルギー化の推
進による光熱水費の効果的な削減、および運転管理業務の効率化による維
持管理費の削減を図るために、PFI型ESCO事業を導入した。同時に嵐山
郷事業は環境負荷の低減を通じた地球温暖化対策への貢献も目標に掲げて
いる12。埼玉県地球温暖化対策推進条例では、一定規模以上の大規模事業
所に対して 8 ％のCO₂削減目標を設定している13。嵐山郷は条例には該当し
ないものの、地球温暖化対策は埼玉県が県をあげて取り組んでいる点であ
り、環境にも配慮する必要があろう。
　嵐山郷事業の主な契約概要は表 １ の通りである。正式な業務名は埼玉
県立嵐山郷ESCO事業、対象施設は知的障害児施設、障害者支援施設およ
び重症心身障害児施設の合計 3 つの施設、契約金額として総支払限度額
は277,886千円、年度別支払限度額は１9,849千円である。契約期間は20１0
年１0月29日から2025年 3 月3１日まで、事業方式はPFI方式の手法に基づ
き事業者が施設を設計・建築し、契約期間にわたる所定の期間を維持管
理した後に残存施設の所有権を事業者から発注者へ移転するBOT（Build 
Operate Transfer）方式を採る。
10　埼玉県（2010c、p. 3）を参照。
11　埼玉県（2010f）を参照。
12　埼玉県（2010b、p. 1）を参照。
13　埼玉県（2010f）を参照。
231
大島　PFI型ESCO事業に期待された効果と事業スキームについて
表 1　嵐山郷事業の契約概要
業務名 埼玉県立嵐山郷ESCO事業
施設概要
知的障害児施設、障害者支援施設及び重症心身障
害児施設
延床面積：30,812㎡
鉄筋コンクリート造　地下 １ 階　地上 3 階（管理棟）
1975年（管理棟）
事業者
株式会社山武、首都圏リース株式会社、株式会社
オキナワ
契約金額
総支払限度額　277,886千円（消費税込み）
年度別支払限度額　19,849千円（消費税込み）
契約期間 2010年10月29日から2025年 3 月31日まで
サービス料支払期間 2011年度から2024年度まで
省エネルギー率 7.7%
CO₂削減率 10.4%
改修前光熱水費等 159,896千円／年（消費税込み）
光熱水費等削減予定額 21,187千円／年（消費税込み）
光熱水費等削減保証額 19,902千円／年（消費税込み）
省エネルギー手法
（ １ ）灯油焚吸収式冷温水発生機の更新
（ 2 ）冷却水ポンプ変流量制御導入
（ 3 ）冷温水一次ポンプ変流量制御導入
（ 4 ）サービス棟給排気ファンのインバータ制御
（ 5 ）給湯システムの高効率化
（ 6 ）照明器具、誘導灯の高効率化
出典：埼玉県（20１0e）を一部抜粋および修正。
　嵐山郷事業の効果として、省エネルギー率とCO₂削減率はそれぞれ7.7％
と１0.4％、改修前光熱水費等は１59,896千円／年に対して光熱水費等削減
予定額は2１,１87千円／年、光熱水費削減保証額は１9,902千円／年が見込ま
れていた。
　また、埼玉県は嵐山郷事業をPFI型ESCO事業で実施するか、あるいは
埼玉県が従来型公共施設整備方式として自ら実施するか否かの客観的な評
価を事前に行った。その結果、コスト算出による定量評価では一定の前提
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条件の下で設計・改修工事、維持管理・運転管理、資金調達に関する事項
を試算したところ、貨幣的価値ならびに現在価値に換算して従来型公共施
設整備方式よりもPFI方式の方が財政負担を7.4％削減することが可能で
あると試算14された。定性的にも従来型公共施設整備方式よりもPFI方式
で嵐山郷事業を実施した方が効率的かつ効果的にレベルの高い省エネルギー
化および省力化が可能となり、リスクに対する対応能力を高め、事業を円
滑に遂行し、財政支出の平準化を図れると評価15した。
3．嵐山郷事業の効果と課題
3．1．財政効果と事業収支
3．1．1．経費スキーム
　嵐山郷事業のPFI型ESCO事業導入前後ならびに事業契約期間終了後の
経費スキームは図 １ の通りである。嵐山郷事業が開始するまでの施設全体
の光熱水費は36,266千円／年、運転監視費は１１,550千円／年で、光熱水
関係に合計47,8１6千円／年を要していた。他方、PFI型ESCO事業導入後
は、光熱水費は26,629千円／年、事業者の利益を含んだESCOサービス料
は１9,849千円／年、埼玉県が得られる利益は１,338千円／年と見込まれて
いる。事業契約期間終了後は、光熱水費は26,629千円／年、運転監視費お
よびメンテナンス費を含めた埼玉県の利益は2１,１87千円／年と試算されて
いる。
14　埼玉県（2010c、pp. 2－3）を参照。
15　埼玉県（2010c、p. 2）を参照。
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運転監視費 県の利益（1,338） 県の利益
(11,550) ESCOサービス料 (21,187)
(19,849) (運転監視費
及びメンテ費
を含む）
光熱水費 光熱水費 光熱水費
(36,266) (26,629) (26,629)
ESCO事業実施前 ESCO契約期間中   　　　　　ESCO契約終了後
単位：千円/年（税込）
図 1　契約時における経費スキーム
出典： 埼玉県ホームページ（www.pref.saitama.lg.jp/a0205/esco/urawaesco.
html　20１7年 2 月 9 日閲覧）。
　まだ契約期間の途中であるが、初年度の20１１年度における光熱水費等
は23,424千円／年、ESCOサービス料は１9,849千円／年、埼玉県の利益は
4,543千円／年である16。直近のデータである20１6年度における光熱水費等
は25,707千円／年、ESCOサービス料は20,4１6千円／年、埼玉県の利益は
3,060千円／年である。両年度とも埼玉県の利益は計画よりも増加し、他方、
光熱水費は減少しているが、おおよそ計画通りである17。他の事業年度も
これらの事業経費と大差ない。しかしながら、事業スキームをみてみると
図 １ の経費スキームに関して問題がある。 １ つめは支払いスキーム、 2 つ
めは事業方式である。
3．1．2．支払いスキーム
　嵐山郷事業の支払いスキームは事業開始前に締結された総支払限度額と
16　埼玉県ホームページ（www.pref.saitama.lg.jp/a0205/esco/documents/23
ranzannescojisseki.pdf  2018年4月23日閲覧）参照。
17　脚注16と同様。
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事業期間で按分した年度別支払限度額が定められており、埼玉県から事業
者に事業期間内において毎年度均等額が支払われることになっている18。
そのため、「割賦契約」と同義であり、事業者にとって一層の省エネルギー
活動を試みる経済的なインセンティブが生じない。
　そこで「ボーナス条項付き」や「繰越精算方式」の支払いスキームが求
められる。この支払いスキームは、事業者の自発的な創意工夫に基づく事
業改善や新しい技術の導入等を期待できる。
　 １ つめとして、ボーナス条項の導入は事業者の省エネルギー技術の提案
や導入および入札時における事業者数の増加を見込める。他方、支払限度
額が変動することは地方公共団体の予算制度に適合しない。たとえば、光
熱水費の削減額の検証に時間を要する。仮に契約書に定めた以上の光熱水
費を削減しその削減額を追加的に支払限度額にボーナスとして加算して支
払う場合、当該年度のボーナスは翌年度で予算化され、翌々年度に支払う
という実質的に 2 ヵ年度後の支払いとなる。そのため、事業期間の最終年
度は契約終了後に至急、光熱水費の検証と確定およびそれに伴うボーナス
の支払いを準備するか、あるいは事業終了後の 2 年後までボーナスの精算
に係る契約を締結する必要がある。
　 2 つめとして、光熱水費の効果を単年度で測定するのではなく、設備の
特性に適した改修計画を可能とするため複数年度にわたる事業費を合算し
た予算制度として繰越精算方式の導入も考えられる。この方式は特定年度
における削減量を仮想貯金として契約に定めた基準以上の光熱水費の削減
額をストックする。一方、契約に定めた基準以下しか達成できなかった場
合は、その仮想貯金を取り崩しマイナス分に補填する仕組みである。こう
した繰越精算方式の導入により、事業者の応募を容易にし、損失補填の上
限を定めると契約締結時における定額支払いが可能となり、手続きも簡便
となる。この場合、事業年度における最終年度の損失補填等を行わない、
18　埼玉県（2010a、p. 2）を参照。
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あるいは行う場合は事業期間終了後に 2 年間は繰越精算方式の残額の精算
に係る契約を締結可能とする等の措置が必要である。
3．1．3．事業方式と債務負担行為
　嵐山郷事業をPFI型ESCO事業で実施するにあたり埼玉県は財政、金融、
税制等の特段の支援・優遇措置を行わない19と定めている。しかしながら、
事業方式であるBOT方式とBTO方式には異なる効果がある。たとえば嵐
山郷事業はPFI方式におけるBOT方式を採用している。一般的にBTO方
式の方がBOT方式よりも財政効果が大きいと言われている20。それはBTO
方式では不動産取得税、固定資産税、都市計画税の課税評価額は 2 分の １
となるからである。対象事業における国庫補助対象事業における補助金の
適用に関しても、BTO方式のみに国庫補助が交付される事業もある。また、
BTO方式ではBOT方式と異なりPFI事業の大規模修繕を行うために課税
対象である経費計上として修繕積立金が認められている。他方、BOT方
式では、事業者が自ら施設を所有しているため、創意工夫の余地が大きい
と言われている21。
　嵐山郷事業の主たる目的である財政効果を目論むならば、埼玉県は
BOT方式ではなくBTO方式を用いて事業者へのコスト削減や補助金の活
用が求められる。一方、嵐山郷事業は単純なコスト削減ではなくBOT方
式を選択したことから、省エネルギーに関する事業のすべてを一括して事
業者が実施し、創意工夫や省エネルギー等を期待していることがわかる。
　また、通常のESCO事業では、役務の提供とその支払いが将来にわたり
債務とみなされる債務負担行為と捉えられる。この行為はBTO方式の場
19　埼玉県（2010a、p. 5）を参照。
20　加藤他（2007、p. 87）を参照。
21　加藤他（2007、p. 88）を参照。
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合は割賦契約と同様の行為とみなされる。「債務負担行為の運用について」22
の考え方を踏まえると、債務負担行為の適正な運用が求められる23。そこ
でBOT方式として運用する場合は、通常のESCO事業で役務提供と解釈
しても良いし、PFI法に準拠すれば所有権の問題は解決されるので、行政
財産の使用許可等の手続きの簡便化や使用料の減免等も可能となる。
　他方、BTO方式として運用する場合は、「PFI法に準拠した場合の適用
可能となり所有権の問題も解決されるが、省エネルギー保証のために維持
管理・運転に関するESCO事業者のチェックが必須となり、そのための条
項を契約書の締結時に考慮する必要がある他、ESCO設備への譲渡担保設
定が不可能であるため、事業者の資金調達方法に制約が生じる等の課題が
ある。」24と指摘されている。以上のような背景の下、埼玉県はESCO事業
をPFI方式で適用すると運用上の利便性が向上し、債務負担行為の問題を
解消できるため、PFI方式をBOT方式で実施することを選択した。
　さらに嵐山郷事業はESCO事業におけるシェアード・セイビングス契約
を採用している。ESCO事業では事業資金を事業者が調達するシェアード・
セイビングス契約と顧客が調達するギャランティード・セイビングス契約
の 2 つの方式がある。シェアード・セイビングス契約の長所は顧客の初期
投資が不要である。そのため顧客は金融上のリスクを一切負うことはなく、
省エネルギー設備のオフバランス化（資産の外部化）が図られる。短所は
長期債務負担行為が必要になることや、事業が成立するためには短期間で
22　1972年9月30日付け自治導第139号によれば、「建設工事に係るものについては、
債務負担喰いの原因となる事実が数年度にわたって継続する場合に設定するこ
とがその本来の趣旨であり、もっぱらその財源調達の手段として債務負担行為
を設定し、当該施設の建設完了後その建設に要した経費を長期にわたり支出す
ることは、厳に慎むべきである。」とされている。
23　ESCO事業をPFI法に基づき実施する場合は、「地方公共団体におけるPFI事
業について」（2000年3月29日自治画第67号、各都道府県知事、各指定都市市長
あて自治事務次官）の通達により、「債務負担行為の運用について」に接触しな
いことが確認できる。
24　神奈川県（2004、p. 71）を引用。
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の投資回収が条件となる。他にもギャランティード・セイビングス契約と
比べて契約期間が長期間になり総事業費は高くなる。一方、ギャランティー
ド・セイビングス契約の長所はシェアード・セイビングス契約に比べて契
約期間が短く、省エネルギー設備は顧客の自己資産となる。結果として、
総事業費は安価になる。短所は初期投資や導入設備の維持管理を顧客が行
う必要がある。
　嵐山郷事業では本来、コスト削減という財政効果のみを考慮するならば、
ギャランティード・セイビングス契約を選択すべきであった。しかしなが
ら、シェアード・セイビングス契約では埼玉県の初期費用は不要である。
さらにBOT方式を採用しないと事業者の省エネルギー技術や創意工夫を
判断できない。支払いスキームは、図るために省エネルギー設備を埼玉県
ではなく事業者所有でないと、その実行やインセンティブが生じない。以
上から、嵐山郷事業は福祉施設という長期間の運営が予定されている施設
を対象にしているため、契約期間が長期にわたるシェアード・セイビング
ス契約が選択されたと考えられる。
3．2．環境効果と省エネルギーメニュー
3．2．1．全体および個別の効果
　嵐山郷事業について事前に調査された省エネルギー効果やコスト削減効
果は、事業全体を対象にした表 2 と個別の省エネルギーメニューを対象に
した表 3 の通りである。
　嵐山郷事業を導入すると表 2 の通り事業全体の削減効果は、電力と電力
量はそれぞれ66kW／年と87,044kWh／年増加すると見込まれていた。他
方、灯油量は234,000L／年、光熱水費の削減金額は１１,002千円／年、 １
次エネルギーに換算すると省エネルギー量は7,738GJ／年、省エネルギー
率は１2.5%、CO₂排出削減量は534t-CO₂、削減率は１3.5%と見込まれていた。
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表 2　削減量
年間削減量
１ 次エネルギー
換算
年間CO₂排出
削減量
電力 電力量 灯油量 削減金額 省エネ量 省エネ率 削減量 削減率
kW／年
kWh／
年
L／年 千円／年 GJ／年 % t-CO₂ %
－66 －87,044 234,000 11,002 7,738 12.5 534 13.5
出典：埼玉県（2009、p. 2１）を一部抜粋。
　個別の省エネルギーメニューは表 3 の通り主に 4 つの方法が想定されて
いた。 １ つめの方法として熱源高効率化では空冷式ヒートポンプチラーの
増設、灯油焚吸収式冷温水発生機の単純更新（ １ 台分）、更新する冷却水
１ 次ポンプにインバータ制御の追加、更新する冷温水 １ 次ポンプにインバー
タ制御の追加、末端差圧制御および変流量制御の追加、 2 つめの方法とし
て給湯衛生設備高効率化では夜間蓄熱式給湯システムの導入、 3 つめの方
法として搬送設備への省エネルギー設備導入ではサービス棟（給食）厨房
給排気ファンのインバータ制御の導入、 4 つめの方法として照明設備高効
率化では照明安定器のインバータ化と高輝度誘導灯を追加ならびに導入を
検討した。
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表 3　省エネルギーメニューと効果
NO.
省エネルギー化
メニュー内容
年間削減
金額
省エネ率 投資金額
単純回収
年数
採用／
不採用
円／年 % 千円 年
１ - １
熱源高効率化
・ 空冷式ヒートポン
プチラーの増設
2,873,410 9.4 120,000 41.8 不採用
１ - 2
熱源高効率化
・ 灯油焚吸収式冷温
水発生機の単純更
新（ １ 台分）
4,373,880 4.9 43,000 9.8 採用
・ 更新する冷却水 １
次 ポ ン プ に イ ン
バータ制御を追加
404,775 0.5 3,000 7.4 採用
・ 更新する冷温水 １
次 ポ ン プ に イ ン
バータ制御を追加
155,163 0.2 2,000 12.9 採用
・ 末端差圧制御およ
び変流量制御を追
加
161,910 0.2 1,000 6.2 採用
2
給湯衛生設備高効率
化
・ 夜間蓄熱式給湯シ
ステムの導入
3,815,810 4.9 37,000 9.7 採用
3
搬送設備への省エネ
ルギー設備導入
・ サービス棟（給食）
厨房給排気ファン
にインバータ制御
425,013 0.5 3,120 7.3 採用
4
照明設備高効率化
・ 照明安定器のイン
バータ化
1,485,611 1.2 10,600 7.1 採用
・高輝度誘導灯 179,798 0.2 4,900 27.3 採用
採用メニューの合計 11,001,910 12.5 104,620 9.5
出典：埼玉県（2009、p. 9 ）を一部抜粋および修正。
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3．2．2．事業者選定と環境配慮型VFM
　表 3 における光熱水費の年間削減金額は灯油焚吸収式冷温水発生機の
4,373千円／年から更新する冷温水 １ 次ポンプにインバータ制御の１55千円
／年の削減、省エネルギー率は空冷式ヒートポンプチラーの9.4％から冷
温水 １ 次ポンプにインバータ制御等の0.2％の低下、投資金額は空冷式ヒー
トポンプチラーの１20,000千円から末端差圧制御および変流量制御の１,000
千円、投資金額を光熱水費の削減額で回収する単純回収年数は末端差圧制
御および変流量制御の6.2年から空冷式ヒートポンプチラーの4１.8年と多
様な効果を見込んでいる。これらの効果を勘案し埼玉県は表 3 における省
エネルギーメニューの中で空冷式ヒートポンプチラー以外を採用した。
　しかしながら、嵐山郷事業は一定の光熱水費の削減や省エネルギー効果
を見込めるが、事業者選定と評価が適切だったのか。事業者選定と評価に
はVFMが適用される。環境的な側面を望む場合は、たとえば、大島（20１7）
の中で提唱している「環境配慮型VFM」を導入することである。表 １ で
示した省エネルギー手法は、事業期間終了後も経年劣化により多少性能は
低下するが、継続して一定の財政および環境効果を期待できる。そのため、
図 2 のように環境配慮型VFMでは １ つめは通常のVFM、 2 つめは事業
期間開始から機器の償却期間までの維持管理費の削減額、 3 つめは機器の
導入時から償却するまでの期間内における省エネルギーに伴う温室効果ガ
ス削減分を貨幣的価値に換算した効果まで視座に入れるべきである。
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光熱水費削減に伴う
温室効果ガス削減分
の貨幣的価値に換算
した環境効果
市場型VFM 市場型VFM
維持管理費 光熱水費に関する貨
（光熱水費 幣的換算可能なVFM
含む） （維持管理費削減額）
運営費
維持管理費
（光熱水費）
施設整備費 運営費
（エネルギー 施設整備費
関連施設費） （エネルギー関連施設費）
PFI方式 環境配慮型PFI方式  
図 2　市場型VFMと環境配慮型VFMの相違
出典：大島（20１7、p. 7 ）を下に筆者作成。
　実務的に環境配慮型VFMを導入する場合、評価手法として光熱水費の
計算は容易である。一方、温室効果ガスをどのように貨幣的価値に換算す
るのが妥当であるのか。埼玉県が温室効果ガスを高く評価すると環境配慮
型VFMを適正価格よりも高く評価してしまうことになり、PFI型ESCO
事業を必要以上に実施させてしまう。このような傾向は本来、社会的に不
要なPFI型ESCO事業を実施させてしまい埼玉県が必要以上にリスクを抱
えたり、事業者の健全な経営を阻害しモラルハザードを誘因してしまう可
能性がある。他方、環境効果の評価を低くすると環境配慮型PFI事業の実
施件数はあまり期待できなくなる。
　具体的な環境効果の評価として、温室効果ガスに関する排出権を市場で
売買する「カーボン・オフセット」のクレジット価格を適用する。対象施
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設の光熱水費の削減を意図してエネルギーの高効率化に努めている経済産
業省所轄の国内クレジット価格を温室効果ガスに関する市場価格の代理変
数とみなし、貨幣的価値に換算した環境効果を算定することは一定の合理
性があると考えられる。もちろん、カーボン・オフセットと一概に言って
もJ-VER（Japan-Verified Emission Reduction）、国内クレジット、グリー
ン電力証書といった発行元の所轄主体に応じてその手段や運用方法は多岐
にわたる25。
　嵐山郷事業の20１１年度から20１6年度におけるCO₂の削減量は合計2,805t-
CO₂である。 １ 年間当たりのCO₂削減量の平均値は467t-CO₂／年となる。
467t-CO₂／年に国内クレジット価格である4,624円／CO₂-t26を乗じると １
年間当たりの貨幣的価値に換算した環境効果は2,１59千円と導出される。
１5年間という事業期間すべての環境効果の総額はおよそ32,385千円と見込
まれる。また、財政効果に限定した市場型VFMは、光熱水費等削減保証
額である１9,902千円／年に事業期間である１5年間を乗じると合計298,530
千円となる。他方、事業期間にわたるESCOサービス料の総支払限度額は
277,886千円である。すなわち、光熱水費等削減保証額からESCOサービ
ス料を減じた20,644千円が市場型VFM、つまり貨幣的価値に換算した財
25　現在はカーボン・オフセットや国内クレジット制度が発展的に統合し、国が
低炭素社会実行計画の目標達成等のために「J-クレジット制度」として運用し
ている。しかしながら、本稿ではESCO事業という省エネルギー事業を対象に
しているため、国内クレジットの価格を使用する。
26　カーボン・オフセットにおける排出削減系のJ-VER、つまり国内クレジッ
トの価格として2013年1～12月の中値の平均価格は4,624円／CO₂-t（CARBON 
OFFSET FORUM ホ ー ム ペ ー ジ　www.j-cof.go.jp/j-ver/credit.html  2016年
12月17日閲覧。）と公表されている。他方、J-クレジットの平均価格は2018
年4月には1,724円／ t- CO₂（J- クレジット制度ホームページ　japancredit.
go.jp/tender/data/nyuusatsukekka_05.pdf　2018年7月9日 閲 覧。）、2016年6月
には510円 /t 年 CO₂（J- クレジット制度ホームページ edit.go.jp/tender/data/
nyuusatsukekka_01.pdf　2018年7月9日閲覧。）と公表されている。本稿では、
入手可能な事業開始時期に近い国内クレジット価格を用いている。
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政効果である。この環境効果と市場型VFMを合計した事業期間における
環境配慮型VFMは53,029千円である。つまり、事業期間終了後から省エ
ネルギー機器の耐用期間までの光熱水費の削減額と嵐山郷事業において光
熱水費の低下に伴う温室効果ガスの削減分を市場価値に換算した金額の合
計額が、実際に得られる環境配慮型VFMとなる。
4．環境配慮型VFMの導入に向けて
　本稿では埼玉県が実施している嵐山郷事業を事例に、PFI型ESCO事業
に期待された効果と事業スキームを検討した。
　主に得られた分析結果は以下の通りである。 １ つめは、予算制度に係る
運用上の不備を内包しているが、PFI型ESCO事業で期待されている事業
者の自発的な創意工夫に基づく事業改善や新しい技術の導入等を期待する
ならば、支払いスキームにボーナス条項付きや繰越精算方式を導入するこ
とを考慮すべきである。 2 つめは、埼玉県は財政、金融、税制等の特段の
支援や優遇措置を行わないと定めているが、実際はBOT方式とBTO方式、
シェアード・セイビングス方式とギャランティード・セイビングス方式と
それぞれの方式は事業者が享受できる便益や優遇策が異なる。それゆえ、
埼玉県は事業の特性や目的に応じて事業方式に応じた配慮が必要である。
3 つめは、財政効果は見込めないが省エネルギー効果を期待できる省エネ
ルギー手法に関しては、発注者である地方公共団体がESCOサービス料を
受け取らず、それを事業者への支払いに加算する等の追加的な支払いスキー
ムを実施させることも考慮に値する。 4 つめは、PFI方式の適用を判断す
るVFMを、環境効果も含めて環境配慮型VFMを用いて事業評価すべき
である。
　20１6 年 に PFI 推 進 会 議 で 決 定 さ れ た「PPP（Public Private 
Partnership：官民連携）／PFI推進アクションプラン」の中で地域の
PPP／PFIの強化の一環として「地域プラットフォームを活用した民間提
案の仕組みの検討」が提案されている。本稿における埼玉県の分析を踏
244
横浜市立大学論叢人文科学系列　2018年度：Vol.70 No.2・3
まえて全国の地方公共団体へもボーナス条項や繰越精算方式、環境配慮型
VFM、事業方式の再検討、事業者のインセンティブを付与し、省エネルギー
を促すようなPFI方式の広がりが社会的にも意義があると思われる。
〔謝辞〕本研究は「公益財団法人横浜学術教育振興財団」および「公益財
団法人クリタ水・環境科学振興財団」の研究助成を受けたものである。こ
こに感謝を記す。
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